
6月20日（第4号）一般質問
〔浦崎みゆき議員　登壇〕

○７番　浦崎みゆきさん　皆さん、おはようございます。それでは、今期最後の一般質問
をさせていただきます。一般質問に入る前に、赤嶺新町長、就任大変おめでとうございま
す。いろいろな問題を抱えている南風原町、本当に大事な時期でのご就任ということで新
町長への期待と、またエールを送っていきたいと思いますのでよろしくお願いいたしま
す。それでは、一般質問に入らせていただきます。全部読み上げて一括質問、一括答弁に
て、また後ほど個別に行います。
　まず、１．子供の貧困対策事業を問う。（１）子ども元気ＲＯＯＭについてお伺いいた
します。①町内２カ所の平成28年度、平成29年度の実績を問う。②平成29年度目標、課題
の変化はどうか。③本年度の予算がふえているがどの様な事業計画で目標値は示されてい
るか。（２）県の貧困対策基金はどの様に活用されているか。
　２．不登校対策を問う。（１）本町の児童生徒の不登校にかかる近年の状況を問う。
（２）不登校対策としての施策は何か。（３）登校支援はどのように行われているか。
（４）課題とその解決に向けて行われている施策は何か。
　３．北丘運動公園のトイレ設置状況は。（１）北丘運動公園にトイレの設置を平成28年
６月定例会にて質問した。その後の状況はどうか。以上、お願いします。
○議長　宮城清政君　副町長。
○副町長　国吉真章君　皆さん、おはようございます。それでは質問事項１点目の子供の
貧困対策事業を問うの（１）については、①から順次お答えします。①子ども元気
ＲＯＯＭで支援を受けている子供たちは、支援の開始や終了などで人数が動きますが、ほ
ぼ20名から30名の間で推移しています。②子ども元気ＲＯＯＭ事業を始める際に、成果指
標として捉えたのが不登校児童生徒の数であり、特に小学生の時期に早期対応を行うこと
で、一人でも多くの不登校を未然に防ぐことを目標に掲げました。目標値はそのまま掲げ
ており、変えておりません。③子ども元気ＲＯＯＭは現在２カ所あり、１つは平日の午
後、放課後から夜10時までの支援。もう一方は、土日祝日の支援を行い、365日で対応し
ているのが本町の特徴です。その土日対応の施設において、これまで午後３時から夜の10
時までの支援を、平成30年度は朝の９時から午後６時までに変更し、支援時間が２時間ふ
えたことによる人件費の増であります。
　３点目の北丘運動公園のトイレ設置状況はについてお答えします。設置に向けて事業の
検討と地元との調整を行ってまいります。以上です。
○議長　宮城清政君　教育長。
○教育長　新垣吉紀君　それでは２番目の質問からお答えいたします。不登校対策を問う
の（１）でございますが、不登校児童生徒とは年間30日以上欠席している者でございま
す。その推移は、平成27年度小学生が12人、中学生12人、計24人。平成28年度小学生14
人、中学生31人、計45人。平成29年度小学生36人、中学生47人の計83人となっておりま
す。続いて、（２）の質問です。不登校児童生徒の実情の把握・分析とあわせて、町青少
年教育相談員、自立支援教育指導員、心の教室相談員等を配置して対策を講じておりま
す。（３）でございます。学校等による支援会議の開催、児童生徒への家庭訪問、保護者
への状況確認、相談員等による面談や電話・メールでの相談を行っております。（４）の
課題とその解決でございますが、不登校についてはその要因や背景が多様・複雑化してい
るという課題の中において、学校・行政・民生委員を初めとする関係機関で構成される町
登校支援委員会の開催、心の教室相談員連絡会を毎月開催し、学校及び行政・関係機関が
連携して、切れ目のない組織的な支援に取り組んでおります。
　大変失礼しました。１．子供の貧困対策事業を問うの（２）の県の貧困対策基金の活用
先でございます。子どもの貧困対策推進交付金については、要保護準要保護児童生徒援助
費として活用しております。以上でございます。
○議長　宮城清政君　７番　浦崎みゆき議員。
○７番　浦崎みゆきさん　ありがとうございます。それでは、子ども元気ＲＯＯＭのほう
から再質問させていただきます。この事業は内閣府の10割補助の事業であります。10億円
という枠があって、内閣府からの補助だと認識しております。私の①の問いですが、答弁
では20名から30名ということで少し抽象的ですけれども、実績ですので、例えば平成28年
度は何名いて、29年度は何名の方が通所されたのか。また、どのように変わったのかを具
体的に教えていただきたいと思います。
○議長　宮城清政君　民生部長。
○民生部長　知念　功君　お答えします。実績についてですが、日々相談もあります。そ
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して、毎週１回会議も開きながら、元気ＲＯＯＭに通うかどうかの会議もあるわけでござ
いまして、そういう形で人数は毎月動いていきます。実績として平成28年度、29年度、２
カ年間で合計しますと512名の子供についてのさまざまな相談を受けております。その512
名の中から実際、元気ＲＯＯＭを利用したのが15世帯28名ということです。512名中28名
の子が元気ＲＯＯＭに通った。残りはどうなったかといいますと、これまで通常どおりの
支援がありますので、そういう支援につなげていくと。そういう形で相談が来た子供につ
いて、それぞれ軽い支援で済むとか、あるいは相談で済んだとか、そういう部分で子ども
元気支援員を２名配置しておりますので、しっかりコーディネートしながら支援につなげ
ていくと。ご質問の元気ＲＯＯＭの利用については、平成28年度、29年度で28名の子が利
用したということでございます。
○議長　宮城清政君　７番　浦崎みゆき議員。
○７番　浦崎みゆきさん　こども課のほうで相談を受けて、元気ＲＯＯＭの支援員お二人
が相談を受けるわけですか。お二人が512人の相談を受けたということですか。
○議長　宮城清政君　民生部長。
○民生部長　知念　功君　子ども元気支援員が、一時的には512名の情報が入ってきまし
て、いろいろ専門的な方とつないだりして、相談を一緒に受けていくわけです。この512
名の相談のうち学校からの相談が一番多くて、512名中313名が学校と。あとは児童館や学
童、社協、それから南部福祉事務所とか、他の機関からも相談が来ます。学校からの相談
という313名の中でも心の教室相談員、あるいはアシスト相談員、直接学校からとか、そ
ういう形で相談が来ます。そういう相談の内容を受けて、また町の支援員がそれぞれ聞き
ながらいろいろコーディネートして専門機関につなげたり、あるいは社会福祉士等を配置
しておりますので、そういう形で相談を受け、そのケースの内容を週１のキッズ会議と
か、そういう会議でどのような支援がいいのかコーディネートしていくという仕組みにな
っています。
○議長　宮城清政君　７番　浦崎みゆき議員。
○７番　浦崎みゆきさん　私としては実態というか、現在その元気ＲＯＯＭに通っている
方々は28人ということですが、平成28年度も29年度も変わらない、同じ方々なのか。それ
とも変わったりとかしているのか。変化があるのかどうか、そこら辺の状況を把握したい
と思っております。その方々の、仮に出席簿というのはおかしいんですが、誰々さん、
誰々さんという名簿があって、そこに来ている方々の状況が見える化できるような名簿と
かもあるのかどうか。状況把握がどのようになされているのか、確認をしたいと思いま
す。
○議長　宮城清政君　こども課長。
○こども課長　前城　充君　まず、元気ＲＯＯＭに通う際は、先ほど部長からも話があり
ましたキッズ会議、こちらのほうでうちの支援員、元気ＲＯＯＭのスタッフ、そして教育
委員会関係者が集まって決定するのですが、決定すると保護者の印鑑が必要になってきま
す。保護者の同意を得て元気ＲＯＯＭでの支援が始まりますが、当然その子供たちの名簿
は元気ＲＯＯＭの事務所のほうにしっかりありまして、そこで日々の支援の内容を全部日
記形式に書いてストックしてございます。支援を始めるとかなり複雑な環境を背負ってき
ますので、その対応に長期間かかりますが、ずっといるわけでもなくて、学校に復帰でき
る子供たちは元気ＲＯＯＭを卒業するという子供たちもいらっしゃいます。２年間の中で
毎月毎月人数が変わっていくんですけれども、２年間の中で支援してきた子供たちの中で
卒業できた子供たちもいまして、いろいろな理由があるのですが、総勢24名は支援が何ら
かの形で終わっているんですけれども、その際には支援する機関として無料塾の「結塾」
というのがありますが、そちらに支援の対象を移して、そこで見守ってもらう。そのため
に元気ＲＯＯＭから卒業するとか、あるいは母親の就労で生活リズムが整ってきたので支
援はしばらく休止しましょうとか、そういう関係も含めて２年間で24名は元気ＲＯＯＭか
ら卒業しているという形になります。
○議長　宮城清政君　７番　浦崎みゆき議員。
○７番　浦崎みゆきさん　ありがとうございます。それでは24名は卒業して、また新たに
入ってきて、現在答弁にある20名から30名の間で推移をしているという考えでよろしいわ
けですね。わかりました。
　それでは②に行きますが、目標値はそのまま掲げておりますということです。目標値と
いうのはどういう目標値でしょうか。
○議長　宮城清政君　こども課長。
○こども課長　前城　充君　この事業を始める際に、平成28年１月時点の南風原町の不登
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校の数字をまず押さえました。そのときに小学校が25、中学校20、合計45。平成28年１月
の時点の数字を押さえて、この中で特に小学校期のほうから支援をしっかり行って、中学
校期への不登校も減らしていきたいというのが我々の目標でした。ただ、この目標値に関
しましては、５年とか10年とかのスパンで評価を見てみようという形になりますので、押
さえている数字は25と20。目標値としては、それを減らすという目標を掲げて支援を行っ
ている状況でございます。
○議長　宮城清政君　７番　浦崎みゆき議員。
○７番　浦崎みゆきさん　それでは、この目標値というのはあくまでも不登校の数25名、
20名を押さえて、それを改善していくということを目標値に当てているということでよろ
しいんですか。
○議長　宮城清政君　こども課長。
○こども課長　前城　充君　数値としてはこの数値なのですが、この数値を改善すること
で我々が目指しているのが中卒を減らす。高校に行った子供の中退が課題になっているの
で、中退を減らす。そして、若年出産を減らすというところが最終目標となっておりま
す。
○議長　宮城清政君　７番　浦崎みゆき議員。
○７番　浦崎みゆきさん　それでは②は終わります。③の細かい説明なのですが、一つは
とか、もう一方とかというのはよくわかりませんので、南星中学校区、侍学園と元気
ＲＯＯＭカナカナでもいいです。そのようにきれいに分けて説明していただけませんか。
どこが放課後夜10時までで、もう一方は土日というので。朝９時からはどこなのか、お願
いいたします。
○議長　宮城清政君　こども課長。
○こども課長　前城　充君　失礼しました。平日の放課後から10時まで支援しているのが
侍学園になります。土日祝日支援しているのがカナカナさんという形で支援をしておりま
す。
○議長　宮城清政君　７番　浦崎みゆき議員。
○７番　浦崎みゆきさん　当初、立ち上げたときはカナカナさんが夜まででしたよね。一
番最初に立ち上げたときは、放課後15時から22時が南星中学校区のカナカナさんで…、侍
だった？　じゃあそのままですか。なるほど、わかりました。じゃあ私の勘違いというこ
とで…。
　③の補助金が484万円ふえております。これは２時間ふえたことによる人件費なのです
が、スタッフはふたのですか。
○議長　宮城清政君　こども課長。
○こども課長　前城　充君　平成30年度の元気ＲＯＯＭの予算としましては、「ハイさい
よ～さん」にも記載しておりますが、２カ所で3,600万円計上してあります。カナカナさ
んが約1,400万円で、侍学園さんが2,200万円になっております。カナカナさんのほうで予
算がふえているのは、先ほど申し上げました土日祝日の支援体制の時間が２時間ふえたの
と、これまで４名でやっていたのですが、１名ふやして５名になった部分。ですから１人
の支援員の増と支援時間の２時間の増によって、今回予算をふやしております。
○議長　宮城清政君　７番　浦崎みゆき議員。
○７番　浦崎みゆきさん　鋭意努力していること、また大勢の相談を受けていることに、
本当にエールを送りたいと思います。長期的に考えるべき問題でございますが、やはり私
たちからなかなか見えにくい部分もありまして、そこら辺がどうなっているのか、せっか
くすばらしい事業をしているのによくわからない部分もありますので、また私どもも訪問
したり、そのような状況を確認しながら一緒に見守っていきたいと思っております。
　それから内閣府の10割補助、これは平成28年度から30年度までがモデル事業になってい
ると思います。その後、平成33年ぐらいまでの流れと認識しておりますが、この事業の検
証の方法はどのように行われるのか。例えば平成30年度、今年度ですね、元気ＲＯＯＭの
検証はどのように評価をして、またどなたが評価をするのか。どういう感じで全体的な検
証といいますか、そういうのはどういう状況になっているか。来年度からの今後の流れで
すね。平成33年で終わるのかどうかはよくわかりませんけれども、その辺の流れはどのよ
うになっているのかお伺いいたします。
○議長　宮城清政君　こども課長。
○こども課長　前城　充君　沖縄子供の貧困緊急対策事業につきましては、内閣府の予算
でございますが、この事業を実施する際に、沖縄振興計画期間の平成28年度から平成33年
度の期間を集中対策期間として実施するということで事業がスタートしました。その期間
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の中でさらに、平成28年度から平成30年度はモデル事業として実施しますと。いわゆる10
割補助という形で。今後につきましては、まだ内閣府のほうで審議中ですので、成り行き
を見守っている状態でございます。この評価に関しまして、内閣府のほうから毎年、今支
援している子供たちが支援員とかかわったことでどのような変化があらわれたかというと
ころを、追跡調査がされています。これが一部評価になるかなと思っております。南風原
のほうもこの事業を始める際に、子供たちの自己肯定感がどう変わったかというところ
を、評価指標にもう一つ、一本持っていますので、これも踏まえまして、我々内部の事業
評価はここでやっております。予算に関しましては、こんな感じの流れになっています。
○議長　宮城清政君　７番　浦崎みゆき議員。
○７番　浦崎みゆきさん　それでは内部の事業評価というのは、今年度が終わってやるわ
けですよね。平成30年度まで終わってやるということで。
　今その中にありました支援員の活動といいますか、すごく重要なものになってくるもの
なんですけれども、子ども元気支援員がお二人いらっしゃいますが、報酬といたしまして
は362万円が入っていますよね。子ども元気支援員補助ですね。お二人だけでこれだけの
金額なのですが、子供を送り迎えするときもこの方々が…、違うの？　なさっていない？
　わかりました。では、相談事業が主ということで認識してよろしいですか。お願いしま
す。
○議長　宮城清政君　こども課長。
○こども課長　前城　充君　現在、二人の子ども元気支援員を配置しておりますが、役場
のこども課の内部におりまして、先ほどの実績で報告しましたが、512件などの相談を受
けて、そして、その子供たちをどういう機関につないだほうがいいかという調整役を中心
にやっている二人でございます。
○議長　宮城清政君　７番　浦崎みゆき議員。
○７番　浦崎みゆきさん　子供たちの送迎はあくまでも事業主である方々がやっていると
いうことでよろしいわけですね。わかりました。子供の貧困対策については、これで終わ
ります。以上で子ども元気ＲＯＯＭについては終わりたいと思います。
　（２）の県の貧困対策基金について確認をいたします。現在、要保護準要保護児童生徒
の援助費として活用されているということですが、県の貧困対策基金は、これに充てなさ
いという、何かそういう項目があるのか。これに使いなさいという、いわゆる縛りがある
のかどうか。それとも全体的に使えるのかどうか確認します。
○議長　宮城清政君　休憩します。
休憩（午前10時30分）
再開（午前10時30分）
○議長　宮城清政君　再開します。民生部長。
○民生部長　知念　功君　沖縄県の子どもの貧困対策推進交付金ですが、沖縄県子どもの
貧困対策推進基金を財源として活用する事業でありまして、交付対象の事業としまして
は、１点目が就学援助の充実を図る事業、それから放課後児童クラブの利用負担軽減を図
る事業、あるいは子供の貧困対策に資する単独事業と。先ほどの内閣府とは別のものです
ね、単独事業。それから国庫補助事業を活用して、子供の貧困対策に資する事業。最後、
５点目で子供の貧困対策に資する事業実施に必要な臨時非常勤職員の配置ということで、
この５点が上げられて、この事業が始まる前に県が全市町村と意見交換して、どういう事
業を活用したいかという意見を集約して、その中で一番市町村からの要望が多かったの
が、１点目の就学援助の充実を図る事業ということでございまして、本町においても就学
援助の充実を図るという目的で、全て要保護・準要保護の支援に充てているという状況で
ございます。
○議長　宮城清政君　７番　浦崎みゆき議員。
○７番　浦崎みゆきさん　本町に関しては、選んでそこに重点的に使っているということ
でよろしいわけですね。
　そのほかには全く使われていないのかどうか。まず１点目。そして、今後の町全体とし
ての貧困対策を行って、町自体の全体的な検証はどのようにするのか。また、見直しとか
があるのかどうか。予算の組み替えとかがあるのかどうか、そこら辺を確認します。
○議長　宮城清政君　民生部長。
○民生部長　知念　功君　まず、県からの基金を活用した事業なのですが、平成28年度の
当初だけは、就学援助以外に子供の貧困対策に資する事業実施に必要な臨時非常勤職員等
の配置ということで、こども課のほうで臨時職員を１名配置しました。ただ、平成29年、
30年は全て就学援助のほうに充てております。
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　それから、町全体的な部分としての子供の貧困対策ということでございますが、まず県
のほうで沖縄子供の貧困対策に関する計画がございます。この貧困対策の目的としまし
て、町の目的としては、目標数値は先ほど課長の答弁で不登校の人数を減らすという、こ
れは数値的に見えてくる部分なのですが、県全体で、これは南風原町も同じですが、どの
ような目的、目標を持つかといいますと、まず子供貧困対策の目的としましては、貧困状
態にある子育て世帯の保護者に必要な支援を行うとともに、そのような家庭で暮らす子供
が社会に出て安定した仕事に就いて、希望する者は仮定を持ち、健全に子供を育てるな
ど、その能力に応じ社会に貢献できる人材として育成すること。これが目的となっており
ます。この子供貧困対策の使命としては、貧困状態が子供の生活と成長に与える悪影響を
解消していって、そして低減させて、子供が健康的ですくすくと成長していく。そういう
社会にしていくというのが国全体の目標でありますから、我々もしっかり支援が必要な
親、そして子供、そういう家庭をできるだけ減らしていく。しっかり支援して、そういう
社会にしていくというのが目標ということでございます。
○議長　宮城清政君　７番　浦崎みゆき議員。
○７番　浦崎みゆきさん　ありがとうございます。基本的には幅広く使えるということで
理解しました。それでよろしいでしょうか。
○議長　宮城清政君　民生部長。
○民生部長　知念　功君　県の基金を活用した事業に関しては、先ほどの５点という条件
があります。この事業をすることによって、先ほど申し上げた、そういう子供たちが健康
的で健やかに育っていく社会にしていくということでございます。
○議長　宮城清政君　７番　浦崎みゆき議員。
○７番　浦崎みゆきさん　貧困対策に資する事業であればよろしいということでしょう
か。
○議長　宮城清政君　民生部長。
○民生部長　知念　功君　貧困対策に資するということで県が５つの条件を出しています
ので、その５点ということでございます。
○議長　宮城清政君　７番　浦崎みゆき議員。
○７番　浦崎みゆきさん　ありがとうございます。それでは、是非また頑張っていただき
たいと思います。
　それでは、大きい２の不登校のほうに行きたいと思います。先ほどいろいろと数字を述
べていただきましたが、まず（１）からでございます。きのうの上原喜代子議員にもお答
えいただいて、図らずも今回女性議員３名、不登校の質問が出ておりますけれども、これ
は皆さんからいろいろなお声がありまして、偶然にもそのようになっているということで
ございます。それは、そういう問題が多々あるということで私どもの耳にも入ってくるわ
けですので、本当に重要な問題だと思っております。この数字ですが、平成28年度より29
年度が約倍という認識ですけれども、他市町村に関しての調査とか、県全体、国全体、そ
ういうものを確認していますでしょうか。
○議長　宮城清政君　教育部長。
○教育部長　金城郡浩君　お答えします。他市町村の調査についてはできておりません。
公表部分と非公表部分がありまして、この辺の調査ができていないということでございま
す。
○議長　宮城清政君　７番　浦崎みゆき議員。
○７番　浦崎みゆきさん　わかりました。（１）は数字の質問でございますので、できれ
ば他市町村もどのような状況なのか。また、国の状況なども調べておく必要があるのでは
ないかと思いますので、よろしくお願いいたします。
　（２）ですが、施策は何かということで、るる挙げられました。町青少年教育相談員。
この答弁にあります方々は何名かということを教えていただけますか。
○議長　宮城清政君　学校教育課長。
○学校教育課長　野原　学君　お答えします。町の青少年教育相談員が１人、自立支援教
室指導員が２人、心の教室相談員が５人配置されております。
○議長　宮城清政君　７番　浦崎みゆき議員。
○７番　浦崎みゆきさん　この中で人数がふえたというのはありますか。
○議長　宮城清政君　学校教育課長。
○学校教育課長　野原　学君　平成29年度から30年度にかけてふえた人数はございませ
ん。
○議長　宮城清政君　７番　浦崎みゆき議員。
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○７番　浦崎みゆきさん　それでは、不登校がふえてきている状況ですけれども、人数的
には変わらずにその方々で施策として配置をして、対策を講じているということでござい
ますね。どのような対策を講じているか教えていただけますか。
○議長　宮城清政君　教育部長。
○教育部長　金城郡浩君　基本的な対策としましては、最初の会議の中では担当の職員と
いいますか、クラスの担当の先生と、それから学校のソーシャルワーカーとかいろいろい
るわけなのですが、その辺が子供と接する形をとっていきます。しっかり生徒とか、また
家庭のほうとも信頼関係を結ぶという形で連絡を密にしてやっていくわけですが、その
後、学校の中での連携、教育指導の先生、それから保健室、いろいろな先生方がいますの
で、学校長も含めてその辺でケース会議をしてみたりと。さらに、そこでおさまらないよ
うな事例とか、対象を地域とか教育委員会等にも広げていって全体で連携をして、その問
題を解決していくという形で会議を繰り返して、地域と学校、それから家庭を含めて子供
をフォローするような形で連携ができるような対策を練っていっております。
○議長　宮城清政君　７番　浦崎みゆき議員。
○７番　浦崎みゆきさん　それでは８名の方々が実質的には動いてやっていらっしゃると
いうことです。これは平成28年度の主要施策ですが、不登校児童のうち登校復帰した児童
生徒は小学生で２人、中学生で７人ということですが、心の教育相談室に行くことによっ
て登校に結びつけられましたとなっているわけです。その人数に対しては、不登校がこれ
だけいるわけですから、相談員からもっとふやしてほしいとか、そういう要望の声という
のを聞いたことはないのかどうか確認します。
○議長　宮城清政君　学校教育課長。
○学校教育課長　野原　学君　確かに相談件数もふえております。実は南風原町の心の教
室相談員以外にも県のほうから小中アシスト相談員とか、教育事務所からの配置になるん
ですが、スクールカウンセラー、それからスクールソーシャルワーカーなども配置してい
ただいて、より一層その相談業務ができる体制を整えております。
○議長　宮城清政君　７番　浦崎みゆき議員。
○７番　浦崎みゆきさん　今述べていただいたソーシャルワーカーとかは常時いるわけで
はないですよね。月に何回ぐらいの補助的なものだと思いますので、やはり常時駆けつけ
て相談できるというのが心の教育相談室だと思います。要望が出ていないというふうに捉
えますが、必要ではないかと思いますので、また確認をとっていただきながら、相談をし
ていただきながら、そこら辺の対応もお願いしたいというところでございます。
　（３）に行きます。私の考える登校支援というのは、朝、家庭を訪問して「行きましょ
う」と一緒に学校に行く。そういう登校支援員が那覇などでは結構活発に行われておりま
して、成果も出ていると聞いているところです。本町においては、実質的に会議とかでは
なくて、その子と接して学校に連れて行く。連れていくというのは変ですけれども、一緒
に行くという。実質的な動きというのは、どのような流れになっていますでしょうか。
○議長　宮城清政君　学校教育課長。
○学校教育課長　野原　学君　まず、実質的な動きというのは、例えば朝、子供が欠席、
登校していないという状況から始まるのですが、まず学級担任がその所在確認ですね。自
宅のほうに電話連絡確認などを行っております。それからすると、基本的には学級担任が
中心となって、その初期対応に当たっております。ある学校については、職員が出勤時間
に合わせて、気になる不登校ぎみの子供に声かけをして、状況確認をしながら、できれば
一緒に登校するという事例もございます。
○議長　宮城清政君　７番　浦崎みゆき議員。
○７番　浦崎みゆきさん　特段、これに特化した登校を支援するという方々は、南風原町
においては決まっていないということでよろしいんですか。
○議長　宮城清政君　教育部長。
○教育部長　金城郡浩君　担当者という形での者が決まっていないということは、そうい
う形になると思います。ただ、基本的に学校が最初の初動を担うということで、学級担任
もそうなんですが、スクールカウンセラーとか、心の相談室の先生方を含めて、いろいろ
な形で子供のケースバイケースで対応していると。学校の初動の状態にあわせて、また教
育委員会、それから元気ＲＯＯＭの皆さんもあわせて、いろいろな形で対応していくとい
う形をとっていまして、最初からどういう形で、どなたが担当だという形はとっておりま
せん。
○議長　宮城清政君　７番　浦崎みゆき議員。
○７番　浦崎みゆきさん　要するに、できる方々でその都度やっていらっしゃるわけです
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ね。今八十何名いらっしゃるわけですよね。八十何名不登校になっていて、手が回らない
といいますか。いろいろなケースがあるので、すぐ「はい、行きましょう」といって行く
子もいれば、病的なもので全く行けない子もいるわけですから、一概には83名全部という
ことではないんですけれども、絶対的な数として私は足りていないのではないかと思って
おります。そこが限界ですか。この対策でやる以外にないのかどうか。仮に、名簿をいた
だいていますけれども、登校支援員ということで実質的には、学校の先生もおっしゃって
いましたが、地域の児童委員とか、保護司の方にお願いをしたりとか、そういうものもさ
れてはいると思いますが、数は限られていると思います。そこでお聞きしたいのは、もっ
とそういう方々を募集なりして、何らかの形でもっとマンパワーをふやせないものなのか
どうか。今後、このような形でしか登校支援というのはできないのかどうか。そこをお聞
きします。
○議長　宮城清政君　教育部長。
○教育部長　金城郡浩君　ご質問にお答えします。確かに登校支援は、いろいろな要因が
重なって登校できないと。先ほど83人という形で申し上げている人数なのですが、生徒の
中にはずっと出てこない子たちばかりというわけではなくて、出てきたり、出てこなくな
ったりと。生徒の出てこれないという要因がいろいろあるわけなのですが、その中には相
談をした上できちんと出れるようになる子。先ほどから出てきますように、心因的なもの
であるとか、病気的なものがあって、なかなかスムーズに学校に登校するというステージ
に上がれない子というのがおります。そのような状況に合わせていろいろな形をとってい
るわけです。学校のほうではいろいろな対策も、非常に苦労して子供たちに対応している
わけなんですけれども、そこで足りない部分としましては、先ほどからおっしゃっている
いろいろな方々に協力をお願いして、あらゆる機会を通してその子たちに対応していくと
いうことで、私たちのほうがそこの会議でその辺を酌み取ってバックアップをするという
形で今後もサポートしていきたいと考えています。ご提案のように、いろいろな人に呼び
かけて対応できるような形を、今後ともこちらのほうでもやっていきたいと思います。
○議長　宮城清政君　７番　浦崎みゆき議員。
○７番　浦崎みゆきさん　是非みんなで助け合っていけるような本来の協働のまちづく
り、そのように持っていけたらいいなと思いますので、是非ともそのような方向性でよろ
しくお願いをいたします。
　（４）ですが、関係機関が連携をしてやっていくということなんですよね。何か新しい
施策とかというのは、特段ありますでしょうか。
○議長　宮城清政君　教育部長。
○教育部長　金城郡浩君　こちらのほうで目新しい施策ということなんですかね。まだそ
の辺については研究中です。今手詰まりですかということで先ほどの質問にもございまし
たが、我々が気がつくところについては、全てについて現在、手を尽くそうという形で頑
張っているんですが、そこの中で新しいことが出てきたかということについては現在研究
中で、情報でいただきました委託とか、そういうことも今後、新しくこちらのほうでも調
査研究させていただきたいと思います。現時点では、申し上げられるような目新しいもの
は持っていないということでよろしくお願いします。
○議長　宮城清政君　７番　浦崎みゆき議員。
○７番　浦崎みゆきさん　よろしくお願いいたします。私もちょっと見落としていた法律
がありまして、2016年に教育機会確保法というのが成立しておりまして、これは不登校
児、または学校外での支援を行いやすくするための法律ができているようでございます。
ポイントは３つありまして、１つ目は休むということ自体の必要性を認めていると。要す
るに、いじめがあるのに無理して学校へ行って、いじめをずっと受け続けるのかというよ
うなところの観点から来ているようでございます。２つ目は、子供が学習できる状況にな
ったときに、学校以外で学ぶことも重要であるということですね。沖縄ではあまりないん
ですが、いわゆるフリースクールと言われているものですけれども、そこで学んでもいい
のではないかということです。３つ目は、行政とフリースクールが連携していくというよ
うな法律ができているようでございます。これについては、何か情報とかあるかどうか。
また、認識していたのかどうか確認をいたします。
○議長　宮城清政君　学校教育課長。
○学校教育課長　野原　学君　議員ご質問のことに関しては、2018年、平成30年の当初だ
と覚えているのですが、国から県を経由して通知が届いております。まさに、おっしゃっ
たように休みやすい環境づくり、フリースクールなど民間施設の活用、それから行政とフ
リースクールが一体となった取り組みということで、そこに通う子供たちもなるべく出席
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扱いにするようにという趣旨の文書通知でございました。これについてはもちろん、各小
中学校に通知をいたしまして、これから各小中学校の校長先生方を含めて確認していきた
いと思います。実際に、そのフリースクールなどに通っている子供もおりますので、そこ
はまた学校と連携を密にして対処していきたいと考えております。
○議長　宮城清政君　教育長。
○教育長　新垣吉紀君　いろいろご提言もありがとうございます。今の教育機会確保法等
でも議員からございましたが、先ほどから担当部長、課長が答弁しているのですが、やは
り不登校に至る経緯がさまざまで、画一的ではないというのはもうご承知のとおりだと思
います。ということで、何か新しい策があるかというご質問には非常に…。それぞれのケ
ースがあるので、それぞれのケースに対応していくような我々教育行政としては、現場に
最大限支援するということになると思います。どうしても行政の人間が行って直接やると
いうことはございませんので、現場が必要としている。この子に対して必要な施策があれ
ば、人的なのか、物的なのかも含めて我々は全面的に支援していく。そして、確かにある
ケースで私、就任直後に学校訪問をして、おっしゃっているように学校に行かずとも自分
で学びたいということも本当にあるようで、これが心因的なのかとか、身体的なものなの
かという、別のこともあるようでございます。まさに、多種多様な現状がございますの
で、いろいろなケースにいろいろな対応ができるような施策を我々は最大限サポートして
いく。サポートといいますか、一緒に取り組むということでご理解いただきたいと思いま
す。以上です。
○議長　宮城清政君　７番　浦崎みゆき議員。
○７番　浦崎みゆきさん　ありがとうございます。先ほどの法律は、示されたのは今年と
いうことですか。平成30年度。この教育機会確保法の案内が来たのは平成30年ですか。確
認します。
○議長　宮城清政君　学校教育課長。
○学校教育課長　野原　学君　取り組みの通知についての文書が来たのが、平成30年度と
いうふうに覚えております。
○議長　宮城清政君　７番　浦崎みゆき議員。
○７番　浦崎みゆきさん　ありがとうございます。具体的にはまだ、それに関しての取り
組みというのはないと思いますが、この法律ができて何が変わったかというと、例えば休
むことも大丈夫なんだということは、仮に不登校になっている子の親御さんなども、「自
分の子供が学校行けてないんだよね」みたいな、親としても心的にも非常に苦しい状況。
でも行かなくてもよしというような法律ができたことによって、精神的にも楽になるので
はないかと思っております。だから今、世間全体、学校に行かないのは「あんまりね」み
たいな見方が、どうしても差別的な感じになってくるのでそこら辺、皆さんに対して何ら
かの形のアピールとか、こういう法律ができたという。特に学校関係者の方はよく知って
いただきたいと思っていますし、いわゆる考え方ですよね。捉え方を変えていくというこ
とでは、すごく強制的なこともございませんし、そういう意味でその子にとっても、親御
さんにとってもいい法律ではないかと思います。本当に多種多様ありますので、そういう
ことを通して、そこら辺の対策としてもひとつ取り入れられるのではないかと思っており
ますので、必ずしも不登校をゼロに持っていくまでいろいろな形でというよりは、やはり
いろいろな子がいるわけですから、そういう対策を是非とっていただきたいと思います。
　先ほど教育長がおっしゃっていたサポートしていくということなのですが、教育委員会
といたしましては、学校から上がってきたらサポートするのか。それとも積極的にサポー
トしていくのか。そこだけ確認したいと思います。
○議長　宮城清政君　教育長。
○教育長　新垣吉紀君　最後の質問にお答えする前に、我が国は教育を受ける権利と保護
者は受けさせる義務があるというのがございます。その義務があるから行かなきゃ悪だと
いう、悪じゃないですね。行かさなきゃいけないという発想になると思います。議員がお
っしゃった教育機会確保法、これである事情があったら行かずともいいんだということ
で、親も本人もそれで納得できればいいんですが、多分社会通念上という常識というもの
で、これでまた心が非常につらくなるということがありますので、そういうこともあるん
だというのは、やはり情報提供としては非常に大事かなと思います。そして、いろいろな
壁が取り除かれて行けるようになったら、また心を整えて通学できたら、それはそれでい
いのかなというのもあります。我々が積極的なのか、学校からなのか、この辺は情報の共
有だと思います。当然、我々は一義的に現場にはいないですので、教育委員会というとこ
ろは教育行政でございますので。やはり学校現場からの声に的確に適宜、適時反応してい
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く。それが一番大事だと思います。
○議長　宮城清政君　７番　浦崎みゆき議員。
○７番　浦崎みゆきさん　ありがとうございます。おっしゃるとおりで、なかなか学校現
場も忙しいところでございますので、学校を回っていく際に、一、二回行っていたのを
三、四回回ってみるとか、そういう感じで是非学校現場にも足を運んでいただきたいとこ
とをお願い申し上げます。この件に関しては、以上で終わります。
　次の北丘運動公園のトイレの設置状況でございますが、城間俊安前町長からも「非常に
大事なものなので、メニューがなければいろいろな知恵を出して、知恵がなければ単独で
もやるような姿勢を指示していきたいと思っております」という答弁をいただいておりま
す。現状、調整中ということですが、どのように今後調整してくのか。そのことだけ確認
いたします。
○議長　宮城清政君　経済建設部長。
○経済建設部長　神里操也君　お答えします。現在、地元のほうとしましてはトイレの規
模、そういうものがまだ確定していないということで、行政がどうしてもやるとなります
と公共の施設になりますので、県の福祉のまちづくり条例とか、そういうもので障害者の
トイレとか、そういうものを設置しないといけないとか、かなり規模が大きくなるとか、
その辺がございまして、現在その辺ができていないという状況でございます。今後、一括
交付金とか、その辺で考えて、去年来、「地元負担が出るんですけれどもいかがですか」
という話はしたのですが、そこの中では財政的にかなり困難ということで、地元のとして
も自分たちができる範囲内とか、規模を縮小して地元でも設置できるようなものがないか
とか、その辺で現在地元も模索をしているというような状況でございます。今後、町とし
ても地元にどの辺の補助といいますか、町としての事業ができるのか。その辺も検討しな
がら今後詰めていきたいというようなことでございます。
○議長　宮城清政君　７番　浦崎みゆき議員。
○７番　浦崎みゆきさん　ありがとうございます。規模的な問題で町がやると大きなもの
でしかできないというお答えでございますが、前からおっしゃっている桁下を利用したも
のの検討とか、向こうは向こうでやって、なかなか下までおりていくのは難しいですの
で、向こうにもあればいいことですし。私がお願いしたいのは、町としてその都度、区の
ほうとも連携し合って、あれから２カ年たっていますので是非情報を共有して、早目の設
置をお願い申し上げまして、質問を終わります。
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